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１ 予算の規模

伸率 ＋0.5％

23年度当初 22年度当初 増 減 伸 率

1,132,400 1,126,500 5,900 0.5

370,101 409,379 △ 39,278 △ 9.6

63,655 56,311 7,344 13.0

1,566,156 1,592,190 △ 26,034 △ 1.6

（参考）地方財政計画 対前年度伸率 ＋0.5％

平成２３年度 当初予算案の概要

◎当初予算額の推移（一般会計）

＜一般会計＞ １兆 １，３２４億円

（単位：百万円・％）

区 分

一般会計

特別会計

企業会計

合 計
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２ 一般会計

（単位：百万円・％）

23年度 22年度

1,132,400 1,126,500 5,900 0.5 100.0 100.0

637,163 637,422 △ 259 0.0 56.3 56.7

373,700 380,500 △ 6,800 △ 1.8 33.0 33.8

81,435 75,283 6,152 8.2 7.2 6.7

173,028 172,969 59 0.0 15.3 15.4

9,000 8,670 330 3.8 0.8 0.8

113,509 109,743 3,766 3.4 10.0 9.7

381,728 379,335 2,393 0.6 33.7 33.6

165,674 170,812 △ 5,138 △ 3.0 14.6 15.1

うち公共・直轄 85,994 91,660 △ 5,666 △ 6.2 7.6 8.1

う ち 単 独 74,687 74,616 71 0.1 6.6 6.6

216,054 208,523 7,531 3.6 19.1 18.5

◎主な増減要因

＜ 増 ＞

扶助費 介護給付費県負担金、後期高齢者医療給付費負担金の増

税収関連法定経費 地方消費税清算金等の増

その他の経費 国基金関連事業の増

＜ 減 ＞

人件費 給与改定等による減

投資的経費 公共事業の減

伸 率

災 害 復 旧 費

構 成 比
22年度当初 増 減

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

区 分

歳 出 総 額

（１）歳出の状況

義 務 的 経 費

義務的経費・税収関連
法 定 経 費 以 外

23年度当初

税 収 関 連 法 定 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

－ ２ －



（２）部局別予算額

（単位：百万円・％）

23年度 22年度

経営管理部 317,938 320,165 △ 2,227 △ 0.7 28.1 28.4

企画広報部 5,832 7,411 △ 1,579 △ 21.3 0.5 0.7

くらし・環境部 8,647 7,988 659 8.2 0.8 0.7

文化・観光部 41,018 40,571 447 1.1 3.6 3.6

健康福祉部 201,987 185,063 16,924 9.1 17.8 16.4

経済産業部 48,334 47,278 1,056 2.2 4.3 4.2

交通基盤部 148,488 153,582 △ 5,094 △ 3.3 13.1 13.6

危機管理部 4,417 4,590 △ 173 △ 3.8 0.4 0.4

出 納 局 1,849 1,843 6 0.3 0.2 0.2

教育委員会 274,468 275,262 △ 794 △ 0.3 24.2 24.4

公安委員会 76,666 80,063 △ 3,397 △ 4.2 6.8 7.1

各種委員会・議会 2,756 2,684 72 2.7 0.2 0.3

合 計 1,132,400 1,126,500 5,900 0.5 100.0 100.0

◎主な増減要因

＜ 増 ＞

健康福祉部 子宮頸がん等ワクチン接種事業費助成、介護給付費県負担金の増

＜ 減 ＞

交通基盤部 公共事業の減

公安委員会 警察署庁舎建設事業費の減

伸 率

構 成 比

部 局 名 23年度当初 22年度当初 増 減

－ ３ －



（３）財源の状況

（単位：百万円・％）

23年度 22年度

1,132,400 1,126,500 5,900 0.5 100.0 100.0

395,000 370,000 25,000 6.8 34.9 32.9

法 人 ２ 税 88,526 62,654 25,872 41.3 7.8 5.6

そ の 他 306,474 307,346 △ 872 △ 0.3 27.1 27.3

77,429 71,858 5,571 7.8 6.8 6.4

47,500 42,200 5,300 12.6 4.2 3.8

地方法人特別譲与税 44,591 39,332 5,259 13.4 3.9 3.5

156,300 155,500 800 0.5 13.8 13.8

120,000 151,000 △ 31,000 △ 20.5 10.6 13.4

4,027 4,896 △ 869 △ 17.7 0.3 0.4

39,197 35,488 3,709 10.5 3.5 3.1

839,453 830,942 8,511 1.0 74.1 73.8

118,932 124,074 △ 5,142 △ 4.1 10.5 11.0

64,138 64,340 △ 202 △ 0.3 5.7 5.7

75,744 68,005 7,739 11.4 6.7 6.0

34,133 39,139 △ 5,006 △ 12.8 3.0 3.5

292,947 295,558 △ 2,611 △ 0.9 25.9 26.2

◎主な増減要因

＜ 増 ＞

県税 企業収益の改善等による法人２税の増

繰入金 国基金関連事業の増

＜ 減 ＞

臨時財政対策債 国からの配分見込額の減

特

定

財

源

一

般

財

源

等

増 減 伸 率22年度当初

県 税

国 庫 支 出 金

総 額

地 方 交 付 税

構 成 比
23年度当初区 分

地 方 消 費 税 清 算 金

地 方 特 例 交 付 金

繰 入 金

そ の 他

合 計

合 計

そ の 他

県 債

地 方 譲 与 税

臨 時 財 政 対 策 債

－ ４ －



＜県税収入の推移＞

＜年度末県債残高（一般会計）＞
(単位：百万円）

＜翌年度以降の基金活用可能額の推移＞
（単位：億円）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

216 251 167 48 47 250

522,405 631,219

23年度末見込

36,189

区 分

計

増減

△ 56,008

△ 863

51,943

108,814

22年度末見込

1,870,367

35,326

当 初 予 算 編 成 後
の 基 金 活 用 可 能 額

通 常 債

病 院 債

2,484,969

1,926,375

臨 時 財 政 対 策 債

2,536,912

区 分

※1 13～20年度：決算 21年度：2月補正後予算 22年度：当初予算
※2 21、22年度は地方法人特別税の導入により減少（影響額 21：337億円、22：408億円）
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－ ５ －



３ 特別会計
（単位：百万円・％）

23年度当初 22年度当初

312,511 351,958 △ 39,447 △ 11.2

7,718 9,949 △ 2,231 △ 22.4

4,490 5,293 △ 803 △ 15.2

10,842 10,897 △ 55 △ 0.5

684 556 128 23.0

677 695 △ 18 △ 2.6

482 － 482

－ 498 △ 498

389 391 △ 2 △ 0.5

155 166 △ 11 △ 6.6

6,153 5,243 910 17.4

7,136 7,185 △ 49 △ 0.7

16,769 14,294 2,475 17.3

2,095 2,254 △ 159 △ 7.1

370,101 409,379 △ 39,278 △ 9.6

４ 企業会計
（単位：百万円・％）

23年度当初 22年度当初

8,558 8,997 △ 439 △ 4.9

9,864 10,497 △ 633 △ 6.0

14,416 7,940 6,476 81.6

30,817 28,877 1,940 6.7

63,655 56,311 7,344 13.0合 計

工 業 用 水 道 事 業

水 道 事 業

地 域 振 興 整 備 事 業

が ん セ ン タ ー 事 業

伸 率

物 品 調 達 事 務 等

会 計 名

合 計

母 子 寡 婦 福 祉 資 金

心身障害者扶養共済事業

会 計 名

増 減

就 農 支 援 資 金

農 業 改 良 資 金

林 業 改 善 資 金

清水港等港湾整備事業

流 域 下 水 道 事 業

新設

廃止

中 小 企 業 振 興 資 金

伸 率増 減

県 営 住 宅 事 業

沿 岸 漁 業 改 善 資 金

公 債 管 理

自動車税等証紙徴収事務

市 町 振 興 助 成 事 業

－ ６ －



－ ７ －

平成２３年度 当初予算案主要事業

「富国有徳の理想郷“ふじのくに”づくり」 ～計画と実行～

(頁)

１ 「命」を守る危機管理 ..............................８

２ “ふじのくに”の徳のある人材の育成

２－１ 「有徳の人」づくり ................................11

２－２ 「憧れ」を呼ぶ“ふじのくに”づくり ................14

３ “ふじのくに”の豊かさの実現

３－１ 一流の「ものづくり」と「ものづかい」の創造 ........19

３－２ 「和」を尊重する暮らしの形成 ......................27

３－３ 「安心」の健康福祉の実現 ..........................30

４ “ふじのくに”の自立の実現

４－１ ヒト、モノ、地域を結ぶ「基盤」づくり ..............37

４－２ 「安全」な生活と交通の確保 ........................40

４－３ 地域主権を拓く「行政経営」 ........................41

◎ 平成22年度２月補正予算主要事業 .......................42

ハーモニー
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

減災力の強化

● 県有建築物の耐震化を計画的に推進します。

H17～H23年度 総額約362億円

・環境衛生科学研究所 ほか

・県立学校等(工事82棟、静岡高校ほか)

・警察施設(工事１棟、沼津合同庁舎)

県有施設耐震化関連事業費

(危機情報課ほか)

地震対策緊急整備事業費

(財務課)

警察庁舎耐震化事業費

(警察本部)

総額

4,217,000

353,500

3,797,000

66,500

● 私立学校校舎等の改築、耐震補強等に対し助成します。

・小中高校 ８校、幼稚園 ３園

私立学校地震対策緊急整備事

業費助成

(私学振興課)

400,000

● 大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす災害拠点

病院等の耐震整備に対し助成します。

・静岡赤十字病院ほか ６病院

医療施設耐震化臨時特例事業

費助成

(地域医療課)

1,065,828

● 障害者施設等の入所者の安心・安全を確保するため、社

会福祉法人等に対し助成します。

・耐震化整備 改築 ６か所

大規模修繕 １か所

・スプリンクラー整備 12か所

社会福祉施設等耐震化等事業

費助成

(こども家庭課・障害者政策課)

2,282,110

● 木造住宅や民間建築物の耐震診断、耐震補強事業を実施

する市町に対し助成します。

・木造住宅耐震補強目標 20,000戸(27年度まで)

プロジェクト「ＴＯＵＫＡＩ－

０」総合支援事業費

(建築安全推進課)

833,000

● 住宅の耐震補強や県産材の利用を促進するため、しずお

か優良木材等を使用する住宅のリフォーム工事に対し

助成します。(23年度限り)

・一般型 10万円/戸

・ＴＯＵＫＡＩ－０型 20万円/戸

ふじのくに緊急リフォーム支

援事業費助成(新規)

(住まいづくり課)

100,000

● 県有施設等の法定定期点検の項目に外壁タイル等全面

打診調査を新たに加え実施します。

・県有施設 208棟 県営住宅(特別会計) 66棟

県有施設の法定定期点検事業

費

(営繕企画課・公営住宅課)

362,072

● グランシップのスレート安全対策に着手します。

・発注方式検討、設計者選定 ほか

グランシップ安全対策事業費

(新規)

(文化政策課)

2,000

● 口蹄疫等の発生に対する家畜防疫体制の強化等を図る

ため、家畜保健衛生所の建替(H23～H24)を行います。

・東部家畜保健衛生所 田方郡函南町

・西部家畜保健衛生所 浜松市東区

家畜保健衛生所施設整備事業

費

(畜産課)

118,000

１ 「命」を守る危機管理
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 防災行政無線をデジタル化し、高度通信が可能な次期防

災通信ネットワークシステムを構築します。

防災行政無線デジタル化推進

事業費

(防災通信課)

41,000

● 情報収集、配信及び共有を目的とした広域連携システム

の構築により、大規模災害の初動対応を支援します。

情報通信技術を活用した災害

時等広域連携強化事業費

(危機対策課)

200,000

● 国の行動計画に基づき、抗インフルエンザウイルス薬の

備蓄等を行います。

・タミフルの追加備蓄 131.9千人分

計画 395.7千人分 H21～H23の３年間で追加備蓄

新型インフルエンザ対策事業

費

(疾病対策課)

264,539

● 被災者の生活再建や住宅再建を支援します。

・生活再建に係る経費に対する助成

限度額 300万円/世帯 ほか

被災者自立生活再建支援事業

費

(健康福祉部政策監)

28,750

● 食中毒防止対策、ＢＳＥ対策等、生産から消費における

総合的な食品の安全確保対策を推進します。

食の安全・安心推進事業費

(衛生課)

95,955

● 薬物の再乱用を防止するため、関係機関と連携し、家族

支援体制の構築を図ります。
薬物再乱用者の家族等初期支

援事業費(新規)

(薬事課)

3,300

地域防災力の充実・強化

● 地震対策事業等を実施する市町等に対し助成します。

・公共施設等耐震化、自主防災組織への資機材整備

大規模地震対策等総合支援事

業費

(危機政策課)

1,600,000

● 木造住宅や民間建築物の耐震診断、耐震補強事業を実施

する市町に対し助成します。

・木造住宅耐震補強目標 20,000戸(27年度まで)

プロジェクト「ＴＯＵＫＡＩ－

０」総合支援事業費(再掲)

(建築安全推進課)

833,000

防災力の発信

● 本県の持つ先進的な防災に関するノウハウを体系化し、

「防災学」を創出することにより、県民の減災への取組

を促進します。

｢防災学｣創出事業費(新規)

(危機情報課)

4,800

● 大規模災害に備え、静岡空港を拠点とした国内外の災害

ボランティアネットワークの体制づくりを進めるととも

に、防災を核とした多様な交流を促進します。

国際災害ボランティア支援ネ

ットワーク整備事業費(新規)

(危機情報課)

4,300
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

災害に強い地域基盤の整備

● 災害予防対策を推進します。

・河川改修、水門設置 ほか

(補助５億9,100万円、単独 42億2,700万円、

交付金(河川)79億5,600万円)

・高潮対策、海岸保全 ほか

(補助1,600万円、単独 ４億3,700万円

交付金(海岸関係) 16億2,800万円)

・砂防、地すべり、急傾斜地崩壊対策、治山、湛水防除

(補助25億9,960万円、単独 26億2,980万円

交付金(砂防等)60億3,740万円)

河川関係事業費

(河川海岸整備課ほか)

海岸等関係事業費

(河川海岸整備課ほか)

砂防・治山・農地防災等関係事

業費

(砂防課ほか)

12,774,000

2,081,000

11,266,800

● 福田漁港の港口部の埋没対策と浅羽海岸の侵食防止対策

のため、パイプライン方式によるサンドバイパス事業等

を推進します。

県営漁港整備事業費

(漁港整備課)

社会資本整備総合交付金事業

費(海岸)

(河川海岸整備課)

690,000

124,000

● 被災した公共土木施設等の復旧を図ります。

・公共土木施設の復旧 ほか

(補助災害86億3,200万円、直轄災害2億8,800万円、

単独災害8,000万円、災害関連事業34億6,100万円)

災害復旧等事業費

(土木防災課ほか)

12,461,000

● 県民の“安全・安心”を確保するため、地域から救急医

療機関への搬送ルートの改善や、地域の孤立防止対策を

推進します。

“安全・安心の道”緊急対策事

業費(新規)

(道路整備課・道路保全課)

2,500,000

● 局地的豪雨等による生活道路の冠水被害解消や高齢化が

進む中山間地域の安全確保等のため、総合的な治水対策

を行い、地域の防災力を強化します。

緊急総合治水対策事業費(新規)

(河川海岸整備課ほか)

2,500,000



- -11

重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

心と体の調和した人間形成の基礎づくり

● 人づくり推進員による「人づくり地域懇談会」を小学校

や幼稚園等で行います。

人づくり推進事業費

(大学課)

4,500

● 家庭教育に関する諸問題に対応するため、親等の実態調

査を行い、家庭教育支援のあり方を検討します。

家庭教育サポート調査研究事業

費（新規） （社会教育課）

3,000

● 生活体験の拡大及び地域コミュニティの構築を図るた

め、異年齢集団による通学合宿を実施します。

・170ケ所 → 190ケ所

地域における通学合宿推進事業

費

(社会教育課)

12,150

「文・武・芸」三道の鼎立を目指した学校づくり

● 静岡式 35 人学級編制を拡充し、個に応じたきめ細かな

指導を実現します。

・35人学級編制(２学級以上、１学級あたり35人超、下

限25人)と少人数指導の充実

H22 小６、中１～３→H23 小５に拡充

・国の学級編制基準の変更に伴い、小１に 35 人学級編

制を導入

・小学校１・２年生の多人数学級に非常勤講師を配置

(34人以上学級２クラスに１人配置) 325人

35人学級編制

(学校人事課)

小学校低学年支援充実事業費

(学校人事課)

国加配等

257,100

● 地域全体で学校を支援するため、学校と地域の連携体制

の構築を図ります。

・学校支援地域本部の設置 18市町

学校支援地域本部事業費

(社会教育課)

14,500

● 小中学校における学習障害児等をサポートするための

非常勤講師を配置します。 207人

特別支援教育充実

特別支援教育支援充実事業費

(学校人事課)

定数活用

37,200

● 不登校、問題行動等の未然防止、早期解決を図ります。

・スクールカウンセラーの配置

小学校326校、中学校173校（全校配置）

高等学校10人

・スクールソーシャルワーカーの配置 小中学校10人

心の教育関連事業費

(学校教育課)

269,880

● 外国人児童生徒を支援します。

・スーパーバイザー・相談員等の配置 24人

・学習支援員の配置 11人

・プレクラス開設に向けた検討委員会、初期指導カリキ

ュラム開発委員会

外国人児童生徒トータルサポー

ト事業費

(学校教育課)

74,000

２－１ 「有徳の人」づくり
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 厳しい就職環境に置かれている高校生への支援を行い

ます。

・県立高校における就職支援コーディネーター15人、

ジョブサポートティーチャー６人の配置 ほか

高校生就職総合支援事業費

(新規)

(学校教育課)

就職支援教員配置事業(新規)

(学校人事課)

25,700

国加配

・私立高校における就職支援キャリアカウンセラーの配

置に対する助成

就職支援キャリアカウンセラー

配置事業費助成

(私学振興課)

5,640

● 農業体験活動を通じ、キャリア教育、ボランティア活動

と道徳教育を推進します

・実践モデル校(県立農業高校等) ６校 ほか

「大地に学ぶ」農業体験推進事

業費(新規)

(学校教育課)

8,400

● 私立高校生の農業への理解と関心を深め、農業体験活動

を通じて豊かな人間形成の推進を支援します。

・私立高校 30校

私立学校農業体験(アグリチャ

レンジ)事業費助成(新規)

(私学振興課)

3,000

● 発達障害のある生徒に対する高等学校段階での支援・教

育のあり方を検討します。

・発達障害のある生徒の調査

・モデル事業の実施

発達障害等の生徒支援調査研

究事業費(新規)

(学校教育課)

13,000

● 国際的に活躍できる科学技術者や研究者等を養成する

ため、理数系教育を充実します。

・大学や研究所での研究活動体験 13講座

・小中学生を対象とした高校生の科学教室の開催 ８校

ほか

ニュートン・プロジェクト推進

事業費

(学校教育課)

11,400

● 中学校、高等学校の部活動の活性化を推進し、ジュニア

スポーツ全体の育成を図ります。

・トップアスリートによるジュニア選手の育成指導

ほか

ジュニアスポーツ育成事業費

(新規)

(スポーツ振興課)

15,000

● 私立学校生徒等の保護者負担の軽減と教育条件の向上

を支援します。

・高校44校､中学校26校､小学校４校、幼稚園234園

・低所得世帯等に対する授業料減免

・高等課程12校、専門一般課程49校、各種学校４校

私立学校経常費助成

(私学振興課)

私立専修・各種学校運営費助成

(私学振興課)

20,431,700

382,289

● 県立学校の再編整備等を進めます。

・高等学校整備

静岡地区新構想高校(仮称)、天竜地区新構想高校

(仮称)、引佐地区新構想高校(仮称)ほか

・特別支援学校整備

沼駿地区特別支援学校分校(仮称)、志榛地区特別支

援学校分校(仮称)ほか

県立学校等施設整備事業費

(財務課)

2,794,000
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 特別支援学校の教育環境を充実します。

・伊豆松崎、富士宮、城北分校(浜松)

平成23年４月開校

・スクールバス 増車1台(静岡北)

特別支援学校指導運営費

(学校教育課)

819,800

生涯学習を支える社会づくり

● 学術を中心として文化、芸術等との連携を進め、学生

をはじめとする若者による賑わいのまちづくり構想を

策定します。

・東静岡駅から有度山に至る地域全体の「グランドデ

ザイン」の策定

・東静岡駅南口県有地の活用方法の策定

大学と連携したまちづくり構想

策定事業費

(総合計画課)

5,000

● 大学間連携の推進や学術の振興を図ります。

・大学コンソーシアムの設立(目標H25)検討・準備

・学術研究成果の発信

・留学生への支援

ふじのくに学術振興事業費

(新規)

(大学課)

36,900

● 静岡県立大学の看護教育の充実に向け、短期大学部看護

学科の４年制への移行を進めます。

静岡県立大学看護教育充実計画

策定事業費(新規)

(大学課)

2,000

● 静岡県立大学及び静岡文化芸術大学の運営を支援しま

す。

静岡県立大学支援事業費

(大学課)

静岡文化芸術大学支援事業費

(大学課)

4,890,000

1,508,396

● 芸術家、スポーツ関係者、教員ＯＢ等の活用を推進しま

す。

・インターネットサイト学びの「宝箱」の活用推進

ほか

学びの「宝箱」活用推進事業費

(社会教育課)

6,500

● 本県の優れた自然史資料を活用する活動拠点のあり方等

について検討を行うとともに、資料の整理・保存及び活用

を図り、生涯学習を充実する機会を創出します。

自然史資料活用拠点検討事業費

(新規)

(地域政策課)

12,300
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

多彩な文化の創出と継承

● 富士山に対する県民の理解と関心を深めます。

・富士山の日フォーラム、県民講座

・秀景ふるさと富士写真展の開催 ほか

「富士山の日」総合推進事業費

(総務企画課(富士山総合調整担

当))

22,000

● 富士山の世界文化遺産登録に向けた取組を山梨県、関

係市町等と連携し推進します。

・推薦書原案の作成

・包括的保存管理計画策定 ほか

富士山世界文化遺産登録推進事

業費

(世界遺産推進課)

16,272

● 富士山の適切な保存管理や来訪者の多様なニーズに対

応する拠点施設の整備を検討します。

富士山世界遺産センター(仮称)

検討費(新規)

(世界遺産推進課)

2,000

● 「ふじのくに芸術回廊」創出のため、子どもたちの文

化芸術体験機会の充実など文化振興事業を展開しま

す。

・ふじのくに子ども芸術大学の開講

・文化資源発信・交流事業

・ふじのくに祝祭年間情報誌の発行 ほか

ふじのくに芸術回廊創出事業費

(文化政策課)

42,000

● 県民に芸術作品の発表や鑑賞の機会を提供し、県民の

芸術文化を愛好する気運を高めます。

・「ふじのくに芸術祭」の開催

・第６回静岡国際オペラコンクールの開催

・第15回伊豆文学賞の開催

ふじのくに芸術祭等開催事業費

(文化政策課)

123,000

● グランシップの管理運営を行い、県民が文化に親しむ

機会を提供します。

グランシップ管理運営事業費

(文化政策課)

919,800

● 舞台芸術作品の創造・公演、人材育成等の活動を支援

します。

舞台芸術振興関連事業費

(文化政策課)

310,535

● 美術館を運営し、県民が芸術文化に親しむ機会を提供

します。

美術館運営事業費

(文化政策課)

398,000

● グランシップのスレート安全対策に着手します。

・発注方式検討、設計者選定 ほか

グランシップ安全対策事業費

(新規)(再掲)

(文化政策課)

2,000

２－２ 「憧れ」を呼ぶ“ふじのくに”づくり
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 文化財所有者等が行う国・県指定文化財の保存、修理

などに助成します。

・建造物及び美術工芸品の修理、史跡買上げ ほか

文化財保存・管理費助成

(文化財保護課) 159,963

● 財団法人静岡県埋蔵文化財調査研究所の解散に伴い、

国等の埋蔵文化財調査を実施します。

文化財調査受託事業費(新規)

(文化財保護課)

597,800

スポーツに親しみ技量を高める環境づくり

● 県民がスポーツに親しむことのできる「『ふじのくに』

生涯スポーツ社会の実現」を目指します。

・しずおかスポーツフェスティバルの開催 ほか

生涯スポーツ振興事業費(新規)

(スポーツ振興課)

20,300

● 競技スポーツの振興を図るため、国内外で活躍できる

競技レベルの高い選手の育成を図ります。

・選手強化、指導者養成 ほか

競技力向上対策事業費

(スポーツ振興課)

210,000

● 中学校、高等学校の部活動の活性化を推進し、ジュニ

アスポーツ全体の育成を図ります。

・トップアスリートによるジュニア選手の育成指導

ほか

ジュニアスポーツ育成事業費

(新規)(再掲)

(スポーツ振興課)

15,000

多文化共生と新たな地域外交の推進

地域外交展開事業費(新規)

(国際課)

76,500

国際化総合推進費

(国際課)

8,357

● 海外との交流において、政府間外交によらない自治体

や民間による交流を促進するなど、新しい地域外交を

推進します。

・重点地域(中国・韓国・アジア諸国・米国)との交流

推進及びふじのくに大使、アドバイザーの活用

・ＪＩＣＡボランティアへの参加促進、技術研修員短

期受入ほか

・東南アジア、中国、韓国の各駐在員事務所の運営

中国駐在員 １名増員
海外駐在員事務所運営費

(国際課)

136,601

● 国や地域による文化の違いを理解し、誰もが安心して

活躍できる多文化共生社会の形成を推進します。

・相互理解フォーラムの開催、外国語ボランティアバ

ンクの運営 ほか

・国際交流員の招致、旅券発給事務の推進 ほか

多文化共生推進事業費

(国際課)

県民国際理解推進費

(国際課)

29,139

107,372

● サッカーを通じた人づくり、国際交流と異文化理解の

推進を図ります。

・海外実地研修、中国・韓国チームとの大会

静岡ゴールデンサッカーアカデ

ミー開催事業費

(国際課)

15,000
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 日中青年交流を通して、人脈形成や情報交換を行い、

地域外交の担い手となる人材を養成します。

日中青年代表交流発展事業費

(新規)

(社会教育課)

4,200

交流を支えるネットワークの充実

● 富士山静岡空港の利活用の促進を図ります。

・空港利用者、旅行会社、航空会社への助成及び富士

山静岡空港利用促進協議会への活動支援 ほか

・国内外の航空会社、企業、団体等への働きかけ及び

ふじのくに交流団の派遣 ほか

・空港アクセスバスの運行

空港利活用促進支援事業費

(空港利用政策課)

富士山静岡空港交流拡大推進事

業費

(空港利用政策課)

空港アクセスバス運行事業費

(交通政策課)

450,960

23,400

93,000

● 車両運行の安全性向上関連事業や、老朽化した施設の

整備を行う鉄道事業者等に対して助成します。

・大井川鐡道 ほか

鉄道交通対策事業費助成

(交通政策課）

256,000

● 天竜浜名湖鉄道沿線地域の交流人口増加と鉄道の利用

客増加を図るための取組を支援します。

鉄道沿線地域交流拡大事業費

(新規)

(交通政策課)

5,000

● 日常生活に不可欠なバス生活交通路線の維持確保を支

援します。

バス交通対策事業費助成

(交通政策課)

571,000

● 本県における物流を総合的に推進するため、物流産業

の振興と産業の活性化を図ります。

・「ふじのくに戦略物流ビジョン(仮称)」の策定

・物流需要調査 ほか

ふじのくに戦略物流推進事業費

(新規)

(地域政策課ほか)

31,000

● 情報格差解消のため、光ファイバ地域整備計画を策定

し民間事業者に対し助成を行う市町を支援します。

・伊豆の国市、掛川市

光ファイバ網整備推進事業費

(情報政策課)

115,300
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

誰もを惹きつけ、もてなす魅力づくり

●

[観光関連事業]

本県の魅力を活かし、世界に誇れる観光地を形成し、

国内外からの誘客促進を図ります。

・海外プロモーションや訪日教育旅行の誘致 ほか

・首都圏・国内遠隔地などにおける観光キャンペーン、

観光圏形成への助成 ほか

・富士山観光の魅力発信に向けた案内人の配置 ほか

・伊豆地域が主体となった観光誘客の取組の成果・検

証を踏まえた誘客対策

・本県の豊かな地域資源を活用したニューツーリズム

の推進

・伊豆半島の地形・地質の魅力を活かしたジオパーク

構想の推進

・観光情報の発信や観光振興を担う地域人材の育成

ほか

・市町等の観光施設整備への助成及び県有観光施設の

整備

・交流人口の拡大や地域経済の活性化を図るため、

ＭＩＣＥ(会議、報奨旅行等)誘致を促進

・アクションプランの進行管理 ほか

ふじのくに海外誘客推進事業費

(観光振興課)

ふじのくに観光ブランド創出事

業費

(観光政策課・観光振興課)

富士山観光魅力発信事業費

(観光政策課・観光振興課)

伊豆地域観光交流促進事業費

(新規)

(観光振興課)

ニューツーリズム推進事業費

(観光政策課)

伊豆半島ジオパーク構想推進事

業費(新規)

(観光政策課)

おもてなし推進事業費

(観光政策課・観光振興課)

観光施設整備事業費

(観光政策課)

ＭＩＣＥ(マイス)誘致促進事業

費

(観光政策課)

観光施策推進費

(観光政策課)

総額

1,502,787

90,200

184,900

34,550

25,000

37,800

12,000

101,400

995,000

12,100

9,837

● 富士山静岡空港の魅力を高めるため、空港周辺の賑わ

い空間を創出します。

・「空港ティーガーデンシティ構想」に基づく石雲院展

望デッキ等の整備 ほか

空港ティーガーデンシティ構想

推進事業費(新規)

(空港利用政策課)

225,400

● 環境保全と安全かつ快適な富士山への訪問の実現のた

め、マイカー規制を実施します。

・富士宮口：H22 17日間→H23 26日間

・須走口 ：H22 ６日間→H23 26日間

「訪れてよし」富士山マイカー規

制推進事業費(新規)

(道路企画課)

37,300

● おもてなしの心あふれる、道路案内標識などの多言語

化整備を推進します。

・４ヶ国語表記標識の整備

“ふじのくに”おもてなし道案内

推進事業費(新規)

(道路保全課)

50,000
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

多様な交流の拡大と深化

● グリーン・ツーリズムを通じた都市と農山漁村との交

流や本県の魅力を活かした移住・定住を促進します。

・農林漁家民宿基準の周知、開設支援

・移住・定住相談センターの開設

・ふじのくに暮らし推進隊の派遣 ほか

ふじのくに交流・定住促進事業費

(交流促進課)

16,000

● 農林漁業体験などにより子どもたちと農山漁村との交

流を推進する団体の取組を支援します。

・モニターツアー開催に係る助成

・体験型修学旅行等の誘致

子ども農山漁村交流プロジェク

ト支援事業費

(交流促進課)

2,600

● 学術を中心として文化、芸術等との連携を進め、学生

をはじめとする若者による賑わいのまちづくり構想を

策定します。

・東静岡駅から有度山に至る地域全体の「グランドデ

ザイン」の策定

・東静岡駅南口県有地の活用方法の策定

大学と連携したまちづくり構想

策定事業費(再掲)

(総合計画課)

5,000

● 大学間連携の推進や学術の振興を図ります。

・大学コンソーシアムの設立(目標25年度)検討・準備

・学術研究成果の発信

・留学生への支援

ふじのくに学術振興事業費

(新規)(再掲)

(大学課)

36,900
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

新結合による「場力」の向上

● 中小企業診断士等の専門家の派遣や試作品評価会及び

商談会の開催など、６次産業化に向けた取組を総合的に

支援します。

６次産業化推進事業費

(マーケティング推進課)

20,000

● 国内外の方々を引き付け、憧れを集める「食の都」を実

現するため、本県の優れた農林水産物等をブランドとし

て認定し、販路開拓を図るほか、「食」にかかわる人材

の表彰や講座の開催等を行います。

ふじのくに｢食の都｣づくり推進

事業費

(マーケティング推進課)

50,000

● 地産地消の推進を図るため、農芸品の需給拡大に向けた

取組を支援します。

食材王国パワーアップ事業費助

成(新規)

(みかん園芸課)

1,200

● 食育推進運動を重点的・効果的に実施するため、「第６

回食育推進全国大会～ふじのくに食育フェア 2011～」

を三島市で開催します。

・時期 平成23年６月18日(土)～19日(日)

第６回食育推進全国大会開催事

業費(新規)

(健康増進課)

36,700

● 静岡茶の振興を図るため、消費拡大、販路開拓、輸出拡

大等に取り組みます。

・「八十八夜新茶」の特長を活かした静岡新茶のキャン

ペーン等を実施

・二番茶、三番茶等を高級茶(紅茶等)へ加工転換する

ための実証実験設備の整備

・(財)世界緑茶協会の活動支援

しずおかＯ－ＣＨＡプラザの運営

第５回世界お茶まつり開催準備

・ファンの創出、販路開拓等に取り組む団体への助成

・海外への新たな消費提案活動

静岡式茶文化の研究、輸出促進活動

・中山間地域における特徴ある100銘茶づくりの取組を

支援

静岡八十八夜新茶ブランド推進

事業費(新規)

(茶業農産課)

しずおかＯ－ＣＨＡの未来開拓

事業費(新規)

(茶業農産課)

新・静岡茶グローバル戦略推進

事業費

(茶業農産課)

明日のしずおか茶育成事業費助

成

(茶業農産課)

しずおか茶文化海外発信事業費

(茶業農産課)

中山間の銘茶づくり事業費

(茶業農産課)

73,000

100,000

25,400

35,000

2,640

4,000

● 仕事と子育ての両立ができる就業環境の整備を促進し

ます。

・ファミリーサポートセンターを設置した市町への助成

Ｈ22会員数 100人以上→Ｈ23会員数 100人未満

仕事と生活の調和推進中小企業

支援事業費

(労働政策課)

4,540

３－１ 一流の「ものづくり」と「ものづかい」の創造
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

次世代産業の創出

[ふじのくに新産業創出プロジェクト]

● 静岡新産業集積クラスターの研究成果を活用した事業

化に共同で取り組む地域企業等を支援します。

・販路開拓のための国際的な展示会出展支援 ほか

静岡新産業集積クラスター推進

事業費

(新産業集積課)

23,300

[ファルマバレー(富士山麓先端健康産業集積)プロジェクト]

● 医療・健康関連産業の振興を図るため、産学官連携によ

る研究開発を充実するとともに、地域企業の参入を支援

します。

・大学、企業と静岡がんセンターとの共同研究の推進

・臨床現場等の産学官連携による研究成果の事業化・

製品化の推進 ほか

富士山麓先端健康産業集積プロ

ジェクト推進事業費

(新産業集積課)

がんセンター研究所運営事業

<企業会計>

(管理課)

81,588

1,129,261

● 産学官連携から創出される製品化シーズと地域企業の

技術とのビジネスマッチングを関係市町と協力して推

進します。

富士山麓ビジネスマッチング促

進事業費助成

(新産業集積課)

6,528

● 静岡発の創薬を目指す創薬探索研究を推進します。 創薬探索研究事業費

(新産業集積課)

40,726

● 先進医薬の普及を促進し、県民に質の高い医療を提供す

るため、県治験ネットワークの機能を強化し、治験の推

進を図ります。

先進医薬普及促進事業費

(薬事課)

34,911

[フーズ・サイエンスヒルズ

(食品・医薬品・化成品産業集積)プロジェクト]

● 食品関連産業の振興を図るため、産学官連携の強化等に

より、地域企業における機能性食品等の商品開発を促進

します。

フーズ・サイエンスヒルズプロ

ジェクト推進事業費

(新産業集積課)

18,385

● 地域企業等による高付加価値型食品等の試作品開発等

を支援します。

・試作品開発・実証試験助成 10件程度

・新たな製品開発に取り組む企業等による育成型企業研

究会の開催 ほか

高付加価値型食品等開発推進事

業費助成(新規)

(新産業集積課)

13,500

[フォトンバレー(光・電子技術関連産業集積)プロジェクト]

● 光・電子技術関連産業の振興を図るため、産学官連携の

強化等により、研究成果を活用した事業化を促進しま

す。

・オプトロニクスフェアの開催

・オプトロニクス技術事業化研究会 ほか

地域イノベーションクラスター

推進事業費助成

(新産業集積課)

23,500
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 優れたものづくり技術をもつ地域企業の環境産業への

参入を支援します。

・試作実証試験費助成 15件程度

・電気自動車、太陽光発電、中国進出事業化検討会の設

置・開催 ほか

環境産業創出事業費

(新産業集積課)

50,000

● 医療・福祉機器、ロボット、航空宇宙など、成長分野へ

の中小企業の進出を支援します。

・試作実証試験費助成 10件程度

・販路開拓支援 ほか

中小企業成長基盤強化事業費

(新産業集積課)

25,000

● 県試験研究機関において、本県の新たな成長に貢献する

ことを目的とした研究開発を産学民官の連携と外部評

価の徹底により重点的に実施します。

新成長戦略研究費(新規)

(研究調整課)

300,000

● 地域企業の成長産業分野への事業展開を促進するため、

生産部門のリーダーを対象とした職業訓練を実施しま

す。

成長産業分野技術者スキルアッ

プ支援事業費(新規)

(職業能力開発課)

8,000

● 産学民官による協議会を設置し、スポーツ関連産業の振

興を図ります。

・スポーツ産業振興協議会（仮称）の設置・開催 ほか

スポーツ産業振興事業費(新規)

(商工振興課)

5,000

● 本県における物流を総合的に推進するため、物流産業

の振興と産業の活性化を図ります。

・「ふじのくに戦略物流ビジョン(仮称)」の策定

・物流需要調査 ほか

ふじのくに戦略物流推進事業費

(新規)(再掲)

(地域政策課ほか)

31,000

● 企業立地及び既存企業の定着を促進するための助成を

行います。

・対 象 工場等の新増設に要する経費

補助率 県7/100ほか

補助限度額 ５億円

・対 象 用地取得費の2/10、新規雇用

補助率 県1/2

補助限度額 １億円

新規産業立地事業費助成

(企業立地推進課)

地域産業立地事業費助成

(企業立地推進課)

1,900,000

1,000,000

活気ある地域産業の振興

● 県内企業の海外展開を支援するため、新たに海外へ赴任

する社員を対象とした実践的な研修等を実施します。

・海外派遣に必要な知識・技能等に関する研修

・語学講座の開催 ほか

海外派遣人材育成事業費(新規)

(企業立地推進課)

5,000

● 中小企業者等の経営の改善に必要な資金調達の円滑化

を図ります。

中小企業向制度融資促進費助成

(商工金融課)

融資枠

2,000億円

利子補給額

3,338,624
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 中小企業者等の一層の経営力向上を図るため、「経営革

新計画」への取組を促進します。

・計画の作成支援、調査、指導及び承認

・専門家派遣及び経営革新計画作成支援窓口の整備

地域中小企業支援センター：５ケ所→17ケ所

・新商品・新技術等の開発や販路開拓に対する助成

補助率 1/2

中小企業経営革新支援指導事業

費

(経営支援課)

中小企業支援センター事業費助

成

(経営支援課)

地域産業総合支援事業費助成

(経営支援課)

27,417

47,657

100,000

● 小規模事業者の経営基盤強化を図るため、商工会・商工

会議所等が実施する経営改善普及事業等に助成します。

小規模事業経営支援事業費助成

(経営支援課)

2,613,000

● 下請中小企業の振興を図るため、受注機会拡大の支援や

下請取引の適正化の推進、情報提供等を行います。

下請振興等事業費助成

(地域産業課)

67,728

● 繊維産業の振興を図るため、夏服コンテスト等を実施し

ます。併せて、新商品の開発等の取組に対して助成しま

す。

遠州織物ファッション製品創出

事業費(新規)

(地域産業課)

16,000

● 地域商業を活性化するため、個店の登録制度を通じて魅

力ある個店づくりを推進します。

「ふじのくに魅力ある個店」づ

くり推進事業費(新規)

(地域産業課)

2,300

● 地域における魅力ある商業環境づくりを推進するため、

市町に対し助成します。

・個店魅力アップ支援

・買い物弱者対策支援 ほか

地域商業パワーアップ事業費助

成

(地域産業課)

16,000

● ものづくりの高度な技術・技能の継承のため、技能五輪

全国大会等の選手育成強化を支援します。

・技能五輪全国大会等 33人

・技能五輪国際大会等 ３人

技能五輪選手育成事業費助成

(職業能力開発課)

10,200
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

生きる力の源となる農林水産業の強化

● 農ビジネスの拡大を図るため、経営力の強化及び新規企

業参入促進施策を行います。

農ビジネス拡大総合支援事業費

(新規)

9,700

(農業振興課)

[耕作放棄地関連事業]

2,000haの耕作放棄地の解消を目指し、耕作放棄地解消

対策を行います。

・H23解消目標面積 580ha

・県と市町等の協働による再生利用活動への支援

・再生利用活動について総合的な相談窓口を設置

耕作放棄地解消総合対策事業費

助成

(農業振興課)

耕作放棄地再生利用緊急対策推

進員設置事業費

(農業振興課)

54,500

10,200

●

・モデル農園の開設及び１校１農園の取組に対する助成

・サラリーマンの農業参入に向けた初動支援

担い手育成型モデル農園設置活

用事業費助成

(農山村共生課)

6,060

● 耕作放棄地を主体に周辺農地を取り込み、一体的な生産

基盤の整備を行います。

県単独耕作放棄地解消基盤整備

事業費

(農地整備課)

60,000

● 非農家や定年帰農者等を取り込み、耕作放棄地の解消を

図る新たな仕組みづくりに取り組みます。

非農家参加型農村再生組織構築

事業費

(農地計画課)

1,000

● 制度融資による設備の高度化、経営の安定化等を支援し

ます。

・近代化資金、就農支援資金ほか

・近代化資金、林業・木材産業改善資金ほか

・近代化資金、漁業経営対策資金ほか

農業者向け制度資金

(組合金融課)

林業者向け制度資金

(林業振興課)

漁業者等向け制度資金

(水産振興課)

融資・貸付枠

5,070百万円

融資・貸付枠

572百万円

融資・貸付枠

3,865百万円

● 農林業を支える新たな担い手を確保するため、新規就業

者の育成支援等を行います。

・新規就農者育成 349人

・新規林業就業者育成 136人

農を支える元気な担い手支援事

業費

(農業振興課)

林業を支える元気な担い手支援

事業費

(林業振興課)

656,613

94,400

● 森林情報システムを整備し、森林施業の集約化を促進し

ます。

森林・林業再生推進事業費

(新規)

(森林計画課)

45,550
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

[鳥獣害対策関連事業]

● 農林業被害が深刻な問題となっている伊豆地域のシカ

の管理捕獲の強化等を実施します。

・わなによる管理捕獲の専任班設置

・捕獲単価 7,000円→10,000円

・伊豆地域シカ管理捕獲頭数 2,000頭→2,800頭以上

・富士地域シカ生息実態調査

野生鳥獣緊急対策事業費(新規)

（自然保護課）

43,000

● 実情に即した野生生物の保護管理対策を推進するため、

生息頭数の調査等を行い、生息状況を把握します。

野生生物保護管理推進事業費

(自然保護課)

34,100

● 鳥獣被害防止対策の推進を図るため、農業集落が一体と

なった捕獲対策(わな設置)の取組支援等を行います。

有害鳥獣と戦う集落づくり支援

事業費(新規)

(農山村共生課)

95,800

● 市町の被害防止計画に基づく鳥獣被害防止柵の設置等

に対して助成します。

・補助率 1/2ほか

鳥獣被害防止総合対策事業費助

成

(農山村共生課)

県単独農林業振興事業費助成

(農山村共生課)

54,560

5,355

● 野生鳥獣による被害から農業生産物、農業基盤施設を保

護するため、農用地区域内の鳥獣被害防止施設整備に対

して助成します。

・補助率 1/3

県単独鳥獣害防止対策事業費助

成

(農地整備課)

4,000

● 県産材の利用を促進するため、しずおか優良木材等を一

定量以上使用する木造住宅の建築等に対し助成します。

・木材使用量に応じて段階的に助成(1,100棟程度)

・木材使用量 ２㎥以上 

住んでよし しずおか木の家推

進事業費助成(新規)

(林業振興課)

200,000

● 住宅の耐震補強や県産材の利用を促進するため、しずお

か優良木材等を使用する住宅のリフォーム工事に対し

助成します。(23年度限り)

・一般型 10万円/戸

・ＴＯＵＫＡＩ－０型 20万円/戸

ふじのくに緊急リフォーム支援

事業費助成(新規)(再掲)

(住まいづくり課)

100,000

● 漁業地域の活性化を図るため、地元の水産物を活かした

漁協等による新ビジネスの立ち上げを支援します。

水産新ビジネスチャレンジ支援

事業費(新規)

(水産振興課)

2,000

● 漁港と漁場の総合的かつ計画的な整備を行い、水産物供

給システムの基盤を構築します。

漁港漁場整備事業費

(水産振興課・漁港整備課)

2,025,000
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

誰もが活躍できる就業環境の実現

[雇用対策]

● 新たな雇用機会の創出や地域ニーズに応じた人材の育

成を図るため、民間からの提案による事業などを実施し

ます。

・介護雇用プログラム(介護福祉士100人)の実施 ほか

緊急経済対策民間活力等推進事

業費

(雇用推進課)

6,878,264

● 地域の実情に応じた雇用機会を創出するための事業を

実施します。

ふるさと雇用再生特別対策事業

費

(雇用推進課)

919,163

● ふるさと雇用再生特別基金を活用した事業において雇

用された失業者を、正規労働者として雇入れた事業主に

対して一時金を給付します。

ふるさと雇用再生特別基金事業

正社員雇用一時金助成

(雇用推進課)

86,700

● 求職者の生活の安定及び再就職の促進を図るため、生

活・就労支援相談と職業相談・職業紹介等を行います。

求職者総合支援センター運営事

業費

(雇用推進課)

42,190

● 新卒者の内定率の向上等を図るため、県内企業とのマッ

チング機会の確保や求人開拓を行います。

・大卒等就職面接会 H22 ３回→H23 ９回

・高校生就職面接会 ３回

・未就職卒業者対象臨時職員任用事業

・求人開拓等マッチング支援事業 ほか

働いてよし新卒者就職応援事業

費(新規)

(雇用推進課)

305,500

● ジョブトレーニングコーチによるニートへの就労体験

支援等を行います。

ニート等へのジョブトレーニン

グ事業費(新規)

(雇用推進課)

81,000

● 若年者の就業を促進するため、就職相談から職業紹介ま

で一貫した支援を行います。

・ヤングジョブステーション

就職サポーター 18人配置

臨床心理士 ３人配置 ほか

若年者就職総合支援事業費

(雇用推進課)

83,020

● 求職者の早期就職を支援するため、就職面接会や福祉・

介護分野就業セミナーの開催など、企業とのマッチング

を推進します。

求職者就職支援事業費

(雇用推進課)

18,065
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 障害のある人の就業を促進するため、ジョブコーチの派

遣や求人開拓、就労相談員の配置等、総合的な支援を行

います。

・ジョブコーチの支援対象者 H22 187人→H23 203人

・求人開拓員 20人

・就労相談員 1人

・多様な職業訓練機会の提供 H22 290人→H23 310人

障害者就労促進総合支援事業費

(雇用推進課)

技術専門校障害者再就職支援事

業費

(職業能力開発課)

224,221

97,265

● 市町が実施する新たな雇用機会の創出や地域ニーズに

応じた人材の育成に対して助成します。

緊急雇用創出事業臨時特例対策

事業費助成

(雇用推進課)

6,297,817

● 市町が実施する地域の実情に応じた雇用機会の創出に

対して助成します。

ふるさと雇用再生特別対策事業

費助成

(雇用推進課)

956,459

● 再就職を目指す離転職者に対し、民間教育訓練機関や大

学等を活用した委託訓練を実施します。

・H22 2,843人→H23 3,383人

離職者等再就職支援事業費

(職業能力開発課)

844,272

● 厳しい就職環境に置かれている高校生への支援を行い

ます。

・県立高校における就職支援コーディネーター15 人、

ジョブサポートティーチャー６人の配置 ほか

高校生就職総合支援事業費

(新規)(再掲)

(学校教育課)

就職支援教員配置事業(新規)

(再掲)

(学校人事課)

25,700

国加配

・私立高校における就職支援キャリアカウンセラーの配

置に対する助成

就職支援キャリアカウンセラー

配置事業費助成(再掲)

(私学振興課)

5,640

● 県シルバー人材センター連合会が行う事業に対して助

成します。

・子育て、農業、高齢者生活支援、教育分野への取組支

援

シルバー人材センター自立促進

事業費助成

(雇用推進課)

16,632
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

快適な暮らし空間の実現

● 生活と自然が調和する家と庭が一体となった住まいづ

くりを提案し、豊かで美しい暮らし空間の実現を目指し

ます。

・シンポジウム、アイデアコンペの実施

・モデル住宅団地 事業モデルの検討、測量、造成

設計 ほか

家・庭一体の住まいづくり推進

事業費(新規)

(住まいづくり課)

17,000

● 県産材の利用を促進するため、しずおか優良木材等を一

定量以上使用する木造住宅の建築等に対し助成します。

・木材使用量に応じて段階的に助成(1,100棟程度)

・木材使用量 ２㎥以上 

住んでよし しずおか木の家推

進事業費助成(新規)(再掲)

(林業振興課)

200,000

● 住宅の耐震補強や県産材の利用を促進するため、しずお

か優良木材等を使用する住宅のリフォーム工事に対し

助成します。(H23限り)

・一般型 10万円/戸

・ＴＯＵＫＡＩ－０型 20万円/戸

ふじのくに緊急リフォーム支援

事業費助成(新規)(再掲)

(住まいづくり課)

100,000

安全で安心できる心豊かな消費生活の推進

● 消費生活に係る情報提供や表示、取引の適正化に関す

る事業者指導等を行います。

消費生活行政関連事業費

(県民生活課)

80,326

● 県及び市町の消費生活相談体制の充実を図ります。 消費者行政活性化基金事業費

(県民生活課)

310,000

地球を守る低炭素・循環型社会の構築

● 電気自動車等の本格普及を図るため、車両の率先導入

や充電器の整備や普及啓発等を行います。

・ＥＶ(電気自動車)・ＰＨＶ(プラグインハイブリッド

車)車両 ３台

・急速充電器 ６基 ほか

ＥＶ・ＰＨＶタウン推進事業費

(新規)

(環境政策課)

47,800

● 家庭や地域企業における新エネ機器等の導入支援を行

うなど、新エネルギー等の導入倍増を目指します。

・エコマイハウス支援事業 補助額 定額

・エコ事業所支援事業 補助率 1/4

・未来のエネルギー戦略プロジェクトの推進

ひとと地球に優しい新エネルギ

ー推進事業費

(環境政策課・研究調整課)

173,650

● 新エネルギーの導入を促進するため、次世代エネルギー

パーク等を活用し、普及啓発を行います。

新エネルギー普及啓発事業費

(環境政策課・環境ふれあい課)

7,160

３－２ 「 和
ハーモニー

」を尊重する暮らしの形成
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 事業者や市町、地球温暖化防止活動推進センター等と連

携し、新たな県民運動を展開します。

エコチャレンジ推進事業費

(新規)

(環境政策課)

14,500

● 産業廃棄物の発生抑制・不法投棄の撲滅等を図るため、

排出事業者や処理業者への指導、不法投棄の監視パトロ

ール等を行います。

産業廃棄物適正処理・不法投棄

対策事業費

(廃棄物リサイクル課)

63,100

● プルサーマル計画を有する原子力発電施設立地地域の

市が行う地域振興事業を支援します。

核燃料サイクル交付金事業費

(新規)

(地域政策課)

66,900

● 温泉発電による電力の販売を事業化するための調査、研

究を行います。

温泉発電調査研究事業費

<企業会計>

(経営課)

20,000

自然と調和する美しい景観の創造と保全

● 企業と農村集落の協働による「一社一村しずおか運動」

やボランティア等による棚田保全活動等を推進しま

す。

・魅力あふれる地域づくりを進めている農山漁村を

「ふじのくに美しい邑」として顕彰

緑と水のふるさとづくり推進事

業費

(農地保全課)

17,000

● 県民との協働による森づくり活動や里山の保全・活用推

進を図ります。

県民参加の森づくり推進事業費

(環境ふれあい課)

13,177

自然との共生と次世代への継承

● 環境保全と安全かつ快適な富士山への訪問の実現のた

め、マイカー規制を実施します。

・富士宮口：Ｈ22 17日間→Ｈ23 26日間

・須走口 ：Ｈ22 ６日間→Ｈ23 26日間

「訪れてよし」富士山マイカー

規制推進事業費(新規)(再掲)

(道路企画課)

37,300

● 富士山の恵みを後世に引き継ぐため、ごみ対策や自然の

森づくり等の環境保全対策を総合的に実施します。

富士山環境保全推進事業費

(自然保護課)

18,100

● 農林業被害等が深刻な問題となっている伊豆地域のシ

カの管理捕獲の強化等を実施します。

・わなによる管理捕獲の専任班設置

・捕獲単価 7,000円→10,000円

・伊豆地域シカ管理捕獲頭数 2,000頭→2,800頭以上

・富士地域シカ生息実態調査

野生鳥獣緊急対策事業費(新規)

(再掲)

（自然保護課）

43,000

● 実情に即した野生生物の保護管理対策を推進するため、

生息頭数の調査等を行い、生息状況を把握します。

野生生物保護管理推進事業費

(再掲)

(自然保護課)

34,100
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 県民との協働による森づくり活動や里山の保全・活用推

進を図ります。

県民参加の森づくり推進事業費

(再掲)

(環境ふれあい課)

13,177

誰もが暮らしやすい社会の仕組みづくり

● 新しい公共の担い手であるＮＰＯ等の自立的な活動を

可能にするため、活動基盤整備等の支援を行います。

・先駆的なＮＰＯ活動に対する助成

・制度ＰＲ、運営委員会開催 ほか

ふじのくにＮＰＯ活動基金積立

金

(県民生活課)

ふじのくにＮＰＯ活動基金事業

費(新規)

(県民生活課)

62,340

115,250

● ふじのくにＮＰＯ活動センター、地域交流プラザの運営

等により、ＮＰＯの活動を支援します。

ＮＰＯ推進関連事業費

(県民生活課)

52,696

● 誰にでもわかりやすく、景観に配慮した道路案内標識な

どの整備を推進します。

・地域別公共サイン整備行動計画に基づく、標識の新

設・更新

わかりやすい道案内推進事業費

(道路保全課)

100,000

● 食中毒防止対策、ＢＳＥ対策等、生産から消費における

総合的な食品の安全確保対策を推進します。

食の安全・安心推進事業費(再掲)

(衛生課)

95,955

● 平成 23 年度から始まる第２次県男女共同参画基本計画

に基づき、男女共同参画を推進します。

男女共同参画推進事業費

(男女共同参画課)

6,202

● 男女共同参画センターあざれあを男女共同参画の推進

拠点とし、情報発信機能や交流機能の強化を図ります。

あざれあ運営・管理費

(男女共同参画課)

132,949

● 障害のある人が働きながら住み慣れた地域で暮らすた

め、「障害者働く幸せ創出センター」等において福祉と

産業界をつなぐ事業を実施します。

・企業・作業所合同商談会の実施

・障害者就業・生活支援センターネットワークの構築

・複数作業所による共同就労モデル事業の実施 ほか

障害者働く幸せ創出事業費

(障害福祉課)

122,000

● 人にやさしいまちづくりを推進するため、利用証の交付

等による車いす使用者用駐車場の適正利用に取り組みま

す。

車いす使用者用駐車場適正利用

推進事業費

(地域福祉課)

2,750

● 農業体験活動を通じ、キャリア教育、ボランティア活動

と道徳教育を推進します

・実践モデル校(県立農業高校等) ６校 ほか

「大地に学ぶ」農業体験推進事業

費(新規)(再掲)

(学校教育課)

8,400

● 私立高校生の農業への理解と関心を深め、農業体験活動

を通じて豊かな人間形成の推進を支援します。

・私立高校 30校

私立学校農業体験(アグリチャレ

ンジ)事業費助成(新規)(再掲)

(私学振興課)

3,000
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

安心して子どもを生み育てられる環境整備

● 子どもを生み育てやすいまちづくりに意欲のある市町

を重点的に支援するなど、地域の実情・実態に基づいた

施策をきめ細かく展開します。

子育て理想郷“ふじのくに”地

域モデル事業費(新規)

(調整課(少子化対策担当))

100,000

● 地域の子育て力の向上を図るため、民間、市町及び県が

一体となって、子どもを生み育てやすい環境の整備に取

り組みます。

・地域の子育て経験者の支援活動促進への助成(新規)

・民間公募による、子育て支援策への助成

・市町の子育て支援策への助成

しずおか｢富２(じ)、３(さん)っ

子｣応援プロジェクト事業費

(子育て支援課・こども家庭課)

920,000

● 仕事と子育ての両立ができる就業環境の整備を促進し

ます。

・ファミリーサポートセンターを設置した市町への助成

Ｈ22会員数 100人以上→Ｈ23会員数 100人未満

仕事と生活の調和推進中小企業

支援事業費(再掲)

(労働政策課)

4,540

● 延長保育、低年齢児の受入促進、休日保育等、多様な保

育サービスを促進します。

・延長保育事業 152か所

・保育ママ事業 1,409人月 ほか

保育対策等促進事業費助成

(子育て支援課)

多様な保育推進事業費助成

(子育て支援課)

775,000

548,000

● 就業相談や生活相談等により、ひとり親家庭の自立支援

対策に総合的に取り組みます。

・相談体制の強化、土曜相談会の実施(新規)

・母子家庭高等技能訓練促進費の支給

・職業訓練時の託児サービスの実施 ほか

ひとり親家庭対策総合支援事業

費

(こども家庭課)

100,000

● 増加する児童虐待に対応するため、防止対策の強化に取

り組みます。

・市町の児童虐待防止策への助成

・虐待通告時の安全確認職員配置

・児童福祉司等サポート職員配置 ほか

児童虐待緊急対策事業費(新規)

(こども家庭課)

314,557

● 相談者の利便性の向上等を図るため、中央児童相談所の

移転改修のための設計等を行います。

・静岡市内→藤枝市内

中央児童相談所再配置事業費

(新規)

(こども家庭課)

30,000

● 子育て相談や通常の教育時間を超えて行う預り保育等

を実施する私立幼稚園等に対し助成します。

・預かり保育 Ｈ22 102園→Ｈ23 121園

・地域開放、教育相談等 補助限度額 30万円

私立幼稚園子育て支援事業費助

成

(私学振興課)

162,600

３－３ 「安心」の健康福祉の実現
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 子育て家庭、母子家庭等、重度障害者(児)のいる家庭等

の経済的負担を軽減するため、市町に対し医療費を助成

します。

福祉医療費助成

(こども家庭課・障害福祉課)

4,516,000

● 待機児童の解消を図るため、認定こども園等の整備を行

う市町等に対し助成します。

・民間の認定こども園整備 ３か所

・公立の認定こども園等整備 ３か所

認定こども園等整備事業費助成

(子育て支援課)

368,186

● 子どもを安心して育てる体制を整備する市町に対し助

成します。

・民間保育所緊急整備 13か所

・子育て支援拠点整備 ３か所

・放課後児童クラブ整備 ２か所

緊急子育て支援事業費助成

(子育て支援課)

993,542

● 保護者が昼間家庭にいない児童を対象に遊びや生活の

場の提供を行います。

・運営費助成 326か所

・施設整備 11か所(再掲を含む)

放課後児童クラブ運営費・施設

整備費助成

(子育て支援課)

869,599

● 安全・安心な子どもの活動拠点を設置し、地域の協力を

得て学習活動や地域交流活動を行います。

・放課後子ども教室運営費に対する助成 20市町

放課後子ども教室推進事業費

(社会教育課)

25,300

● ＤＶ被害者の相談、緊急的な一時保護から自立に至るま

での支援体制の整備に取り組みます。

・ＤＶ被害者自助グループの活動支援

・市町ＤＶ防止基本計画策定マニュアル作成 ほか

ＤＶ防止体制強化事業費

(こども家庭課)

20,105

● 小児を持つ親の不安を軽減し、小児救急患者の第二次救

急医療機関への集中を緩和させるため、毎日夜間の電話

相談を実施します。

・相談受付時間 18時～翌８時(毎日)

小児救急電話相談事業費

(地域医療課)

44,700

● 子宮頸がん予防等のワクチン接種事業を行う市町に助

成します。

・子宮頸がん予防（HPV）、ヒブ（インフルエンザ菌b

型）、小児用肺炎球菌

子宮頸がん等ワクチン接種緊急

促進臨時事業費助成

(疾病対策課)

3,005,000
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

安心医療の提供と健康づくりの推進

● 医師不足に対応するため、医師の確保・支援を行います。

・ふじのくに地域医療支援センター運営

専門研修プログラムの作成

医師･医学生リクルート活動等

・臨床研修、専門研修病院合同説明会

・医学修学研修資金 20万円/月

継続 193人、新規 100人

・医師就業支援（女性、退職、県外医師）

・短時間正規雇用を行う病院の代替医師雇上げに助成

４病院

ふじのくに地域医療支援センタ

ー事業費

(地域医療課)

1,031,287

● 看護職員の不足に対応するため、看護職員の確保・支援

を行います。

・潜在看護師の再就業のための研修 210人

・就業相談指導員の配置 １人

・新人看護職員研修の普及促進及び支援等

・教育担当者・実地指導者の養成(新規)

・新人看護師等の離職防止

・訪問看護就業セミナーの開催 ほか

看護職員等確保対策関連事業費

(地域医療課)

244,130

● 看護職員の人材確保のため、看護教員等の講習会等を実

施します。

・看護教員養成講習会の開催 30人

・認定看護師資格取得研修 60人

看護職員指導者等養成事業費

(地域医療課)

24,600

● 志太榛原及び中東遠医療圏の地域医療再生計画に基づ

き、地域の医療課題解決に向けた各種事業を実施しま

す。

【志太榛原】

・児童精神医学寄附講座(浜松医科大学に設置)

・救急医療センター体制整備(深夜帯診療、機器整備等)

ほか

【中東遠】

・家庭医養成(研修プログラム運営、センター整備)

・地域健康支援センター運営(在宅療養支援拠点)

・腫瘍センター整備(磐田市立総合病院) ほか

地域医療再生基金関連事業費

(地域医療課)

1,143,052

● 県立静岡がんセンター等関係医療機関と連携し、総合的

ながん対策を実施します。

・がん診療連携拠点病院等 22か所

・地域がん登録推進事業(新規)

がん総合対策推進事業費

(疾病対策課)

231,531

● 静岡県立大学の看護教育の充実に向け、短期大学部看護

学科の４年制への移行を進めます。

静岡県立大学看護教育充実計画

策定事業費(新規)(再掲)

(大学課)

2,000
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 「ふじのくに健康増進計画」に基づく各種健康づく

り施策を推進します。

・生活習慣病予防対策

・歯科保健対策

・食育の推進 ほか

ふじのくに健康増進計画推進事

業費(新規)

(健康増進課)

75,855

● 食育推進運動を重点的・効果的に実施するため、｢第 6

回食育推進全国大会～ふじの国食育フェア2011～｣を三

島市で開催します。

・時期 平成23年６月18日(土)～19日(日)

第６回食育推進全国大会開催事

業費(新規)(再掲)

(健康増進課)

36,700

● 受動喫煙による健康被害を減少させるため、青少年への

教育や県民主導の対策支援を行います。

・たばこについて考える子どもサミット

・民間団体等の自発的取組の奨励及び顕彰 ほか

ふじのくに受動喫煙防止推進事

業費(新規)

(健康増進課)

8,000

● 高度な広域救急医療体制を確保するため、ドクターヘリ

を運航する救命救急センターの支援を行います。

・聖隷三方原病院、順天堂大学静岡病院

ドクターヘリ運航事業費助成

(地域医療課)

423,546

● 救急医療体制の確保・充実を図るため、重篤な救急患者

に対応する救命救急センター等に助成します。

・順天堂大学静岡病院ほか ４病院

救急医療施設運営費等助成

(地域医療課)

716,523

● ハイリスク妊婦・新生児に対し、母体から新生児まで一

貫して治療管理できる周産期医療体制を整備するため、

総合的に支援します。

・総合周産期母子医療センター運営費助成 ３病院

・地域周産期母子医療センター運営費助成 ６病院

・助産師向け就業セミナーの実施(新規)

周産期医療体制整備支援事業費

(地域医療課)

240,000

● 慢性肝炎(Ｂ型・Ｃ型)から肝硬変や肝がんへの進行を予

防するため、相談・検査から治療まで継ぎ目のない総合

的な肝炎対策を行います。
・肝炎のインターフェロン・核酸アナログ製剤による治
療に対する助成

・肝炎患者支援手帳の活用による適切な治療の促進
(新規)

肝炎対策関連事業費

(疾病対策課)

558,773

● 県民への質の高い医療サービスの提供を目的とする医

療施設、設備等の整備を促進します。

・病院等施設 18か所

医療関係施設等整備事業費助成

(地域医療課・疾病対策課)

240,248

● 大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす災害拠点

病院等の耐震整備に対し助成します。

・静岡赤十字病院ほか ６病院

医療施設耐震化臨時特例事業費

助成(再掲)

(地域医療課)

1,065,828
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 地域総合整備財団の｢ふるさと融資制度｣を活用し、救

急・周産期・小児医療の拠点として重要な役割を担う病

院の新築及び増改築事業に融資します。

・聖隷浜松病院

地域中核病院施設整備事業費貸

付金

(地域医療課)

180,000

● 県内医療の高度専門機能を担う、地方独立行政法人静岡

県立病院機構の運営を支援します。(県立総合病院・県

立こころの医療センター、県立こども病院)

・同機構が取り組む高度・特殊医療などに対する負担

・建設改良・器械備品購入に要する経費を貸付

静岡県立病院機構関連事業費

(医務課)

9,786,000

● 県内医療の高度専門機能を担う県立静岡がんセンター

の診療機能を充実強化します。

・今後の業務量に応じた体制・施設整備

病院本棟改修、機器整備ほか

診療機能強化事業<企業会計>

(管理課)

903,000

● 県立静岡がんセンターが高度がん診療を実施していく

ために必要な最先端の医療機器等を購入します。

・遠隔操作型内視鏡下手術装置 １台 ほか

器械備品等購入事業<企業会計>

(管理課)

600,000

障害のある人の自立と社会参加

● 障害のある人が働きながら住み慣れた地域で暮らすた

め、「障害者働く幸せ創出センター」等において福祉と

産業界をつなぐ事業を行います。

・企業・作業所合同商談会の実施

・障害者就業・生活支援センターのネットワークの構築

・複数作業所による共同就労モデル事業の実施 ほか

障害者働く幸せ創出事業費

(再掲)

(障害福祉課)

122,000

● 障害のある人の就業を促進するため、ジョブコーチの派

遣や求人開拓、就労相談員の配置等、総合的な支援を行

います。

・ジョブコーチの支援対象者 H22 187人→H23 203人

・求人開拓員 20人

・就労相談員 １人

・多様な職業訓練機会の提供 H22 290人→H23 310人

障害者就労促進総合支援事業費

(再掲)

(雇用推進課)

技術専門校障害者再就職支援事

業費(再掲)

(職業能力開発課)

224,221

97,265

● 発達障害のある人が身近な地域で支援を受けられる体

制を整備するための事業を行います。

・通園施設等への専門家派遣

・読み書き障害等に対応した情報支援体制の整備

・東部地域相談会の拡大実施

発達障害支援体制整備事業費

(新規)

(障害福祉課)

10,000

● 発達障害のある生徒に対する高等学校段階での支援・教

育のあり方を検討します。

・発達障害のある生徒の調査

・モデル事業の実施

発達障害等の生徒支援調査研究

事業費(新規)(再掲)

(学校教育課)

13,000
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 在宅の精神障害のある人がいつでも安心して治療を受

けられる体制を整備するための事業を行います。

・精神科救急医療体制の整備

・精神医療に関する緊急的な相談対応

・夜間・休日における精神緊急通報に対応するため、移

送要員を配置(新規)

拠点となる東部・中部健康福祉センターに各１名常

駐 ほか

精神科救急医療対策事業費

(障害福祉課)

98,622

● 障害のある人の自立した生活を支援するため、障害福祉

サービスに係る給付、その他各種事業を行います。

障害者自立支援法関連事業費

(障害者政策課ほか)

8,216,157

● 障害者自立支援法に基づく制度の円滑な運用を図るた

め、各種事業を行います。

・事業者に対する運営の安定化を図る措置

・新法への移行等のための円滑な実施を図る措置

・福祉・介護人材の処遇改善を図る措置

障害福祉推進基金事業費

(障害者政策課ほか)

2,912,315

● 障害者施設等の入所者の安心・安全を確保するため、社

会福祉法人等に対し助成します。

・耐震化整備 改築 ６か所

大規模修繕 １か所

・スプリンクラー整備 12か所

社会福祉施設等耐震化等事業費

助成(再掲)

(こども家庭課・障害者政策課)

2,282,110

● 障害者施設等の整備を促進します。

・グループホーム、ケアホーム

新築４か所、改修８か所、備品４か所

・生活介護事業所 ２か所

・障害児通園施設 １か所

障害者自立支援総合助成(施設

整備費助成)

(障害者政策課)

障害者施設等整備費助成

(障害者政策課)

105,764

258,225

いきいき長寿社会の実現

● 高齢者等が在宅でいきいきと安心して暮らせる社会を

実現するため、日常的な支え合い体制を構築します。

ふじのくに安心地域支え合い体

制づくり事業費(新規)

(長寿政策課)

480,000

● 高齢者の知恵や力を地域で役立て生きがいの創出を図

るとともに、地域における子育て支援活動を促進しま

す。

・「わくわく体験！ふるさとふれあいフェスタ」の開催

ほか

・地域見守り活動(登下校時の見守り)等の高齢者による

子育て支援活動

次世代に語り継ぐ地域文化伝承

事業費

(長寿政策課)

高齢者地域子育て支援事業費

(新規)

(長寿政策課)

10,000

5,000

● たんの吸引、経管栄養を必要とする要介護者、障害者に

対してケアを行うことができる介護職員を養成します。

・受講者 120人

介護職員たんの吸引等研修事業

費(新規)

(介護指導課・障害者政策課)

28,500
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 増加する認知症の患者とその家族が安心して暮らして

いける地域づくりに取り組みます。

・県認知症施策推進会議設置

・認知症疾患医療センター

H22 １か所→H23 ２か所

認知症総合対策推進事業費

(長寿政策課・介護保険課)

33,176

● 特別養護老人ホーム等の整備を促進します。

・特別養護老人ホーム 19か所

・認知症高齢者グループホーム 16か所ほか

介護保険関連施設整備事業費助

成

(介護保険課)

8,590,870

● 介護分野における人材確保と質の高いサービスを提供

する人材の育成を図ります。

・ホームヘルパー資格取得・雇用経費支援

22年度継続雇用 500人

23年度新規雇用 50人

・介護福祉士資格取得・雇用経費支援

21年度継続雇用 26人

22年度継続雇用 100人

・介護職場未経験失業者の３か月分の雇用経費を支援

47人

・介護職員の外部研修受講の際の代替職員雇用経費を

支援 21人

・介護福祉士修学資金 5万円/月 ほか

貸与者 166人

「働きながら資格をとる」介護

職員雇用支援事業費

(介護保険課)

未就労者介護職場定着支援事業

費

(介護保険課)

現任介護職員研修等支援事業費

(介護保険課)

介護福祉士修学資金貸付金

(長寿政策課)

1,789,300

30,000

15,000

97,400

● 外国人介護福祉士候補者の国家資格取得を支援します。

・平易な日本語に置き換えた国家試験受験支援テキスト

の作成

外国人介護職員受入支援事業費

(介護保険課)

10,000

● 介護保険制度の安定的な運営とサービスの質の向上を

図ります。

・市町の介護保険給付費の一部を負担

(施設 17.5%、居宅 12.5%)

・介護知識、技術の普及、介護事業所職員の資質向上

のための研修、介護機器導入に向けた民間の活動に

対する支援

介護給付費県負担金

(介護保険課)

介護サービス向上促進事業費

(介護保険課ほか)

33,250,000

40,719

希望や自立につなぐセーフティーネットの整備

● 生活に困窮し、住宅を喪失した離職者などに対し住宅

確保・就労支援を行う市町等に助成します。

・住宅手当支給決定期限延長 H22末→H23末

・生活保護受給者への求職活動支援

離職者等緊急住まい対策事業費

助成

(地域福祉課)

1,010,500

● 地域における相談支援体制の強化等により、自殺対策

に総合的に取り組みます。

・「睡眠キャンペーン」によるうつ病予防等の普及啓発

・専門家と連携した包括的な相談支援の実施

・電話相談体制の充実・強化 ほか

自殺総合対策事業費

(障害福祉課)

163,100
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

活力ある多自然共生地域の形成

● 本県の農業が多彩で品質の高い農産物を安定的に供給

し、農山村地域が多面的機能を発揮していくために、

必要な生産基盤の整備を推進します。

農業農村整備関係事業費

(農地整備課ほか)

7,365,000

● 農地・農業用水路等の資源や環境の適切な保全と質的

向上を図るため、地域の共同活動を支援します。

農地・農業用水路等資源保全管

理推進事業費助成

(農地計画課ほか)

154,640

● 将来の農村発展の核となる新東名高速道路ＩＣ周辺の

有効な土地利用を誘導するための指針を作成します。

新東名を活用した農村活性化指

針策定費(新規)

(農地計画課)

2,000

● 森林の整備から地域材の利活用までの総合的な仕組み

づくりを推進します。

・間伐、路網整備、木造公共施設整備 ほか

森林整備加速化・林業再生事業

費

(林業振興課・森林計画課)

493,226

● 荒廃した森林の再生を進めます。

・混交林に誘導するため強度間伐を実施

森の力再生事業費

(森林計画課)

972,000

● 「第 36 回全国育樹祭」の開催に向けた準備を行いま

す。

・Ｈ24秋開催

お手入れ会場：あまぎの森

式典会場：エコパアリーナ

森林を守り育てる人づくり全国

育樹祭開催準備事業費

(森林計画課)

23,500

● 森林情報システムを整備し、森林施業の集約化を促進

します。

森林・林業再生推進事業費

(新規)(再掲)

(森林計画課)

45,550

● 企業と農村集落の協働による「一社一村しずおか運動」

やボランティア等による棚田保全活動等を推進しま

す。

・魅力あふれる地域づくりを進めている農山漁村を

「ふじのくに美しい邑」として顕彰

緑と水のふるさとづくり推進事

業費(再掲)

(農地保全課)

17,000

賑わいと潤いを生む都市空間の創造

● 鉄道と道路の立体交差化を進めます。

・ＪＲ沼津駅付近、ＪＲ富士宮駅付近

都市高速鉄道高架事業費

(街路整備課)

1,102,800

● 県東部地域の「100万人都市圏」にふさわしい地域づく

りのため、沼津駅北口に、人、もの、情報の交流機能の

充実を図るコンベンション施設の整備を推進します。

・事業予定者との設計協議

・汚染土壌処理 ほか

東部地域都市拠点総合整備事業

推進費

(市街地整備課)

47,000

４－１ ヒト、モノ、地域を結ぶ「基盤」づくり
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

● 草薙総合運動場施設のリニューアルを行い、県民スポー

ツ振興拠点としての機能向上を図ります。

・硬式野球場外野拡張工事、新体育館基本・実施設計

ほか

草薙総合運動場リニューアル事

業費

(公園緑地課)

3,629,000

陸・海・空の交通ネットワーク機能の拡充

－ 陸 －

● 合併新法による合併市町を支援するため、新市町基本計

画に基づく道路を重点的に整備します。

新合併支援重点道路整備事業費

(道路整備課)

1,200,000

● 伊豆縦貫自動車道関連道路などの整備を推進します。 高規格幹線関連道路整備事業費

(道路整備課)

414,000

● 地域課題への対応や地域連携を図るため、重点的に道路

整備を進めます。

・補助 17億6,900万円

・交付金(道路)161億1,600万円

・単独 29億5,300万円

道路整備事業費

(道路整備課・道路保全課)

20,838,000

● 劣化の著しい橋梁・舗装・トンネル設備を対象とした緊

急修繕を７年間で集中的に実施します。

・実施期間 H22～H28

道路施設長寿命化緊急対策事業

費

(道路整備課・道路保全課)

2,100,000

● 新東名高速道路の供用開始を記念した市町イベントへ

の出展を実施します。

新東名利活用推進費(新規)

(道路企画課)

10,000

● 伊豆中央道及び修善寺道路に社会実験として定期券に

よる料金割引制度を導入します。

・期間(予定) 平成23年５月～平成24年３月末

伊豆地域交通円滑化事業費

(新規)

(道路企画課)

13,000

● 県民の“安全・安心”を確保するため、地域から救急医

療機関への搬送ルートの改善や、地域の孤立防止対策を

推進します。

“安全・安心の道”緊急対策事

業費(新規)(再掲)

(道路整備課・道路保全課)

2,500,000

● 天竜浜名湖鉄道沿線地域の交流人口増加と鉄道の利用

客増加を図るための取組を支援します。

鉄道沿線地域交流拡大事業費

(新規)(再掲)

(交通政策課)

5,000
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

－ 海 －

● 物流ネットワークを強化し、地域の活性化を図るため、

清水港新興津国際海上コンテナターミナル等の港湾整

備を推進します。

・一般会計 51億1,885万円

・特別会計 19億5,400万円

港湾整備事業費 (清水港・田子

の浦港・御前崎港)

(港湾整備課)

7,072,850

● 清水港、御前崎港等の利用促進を図ります。

･ポートセールスの実施 ほか

企画振興費〈特別会計〉

(港湾企画課)

32,269

－ 空 －

● 航空機の安全運航の確保と空港の円滑な運用を図るた

め、空港基本施設等の管理運営業務を行います。

空港管理運営事業費

(空港経営課)

560,000

● 富士山静岡空港の機能強化、空港周辺の環境保全対策等

を進めます。

・駐機場及び格納庫用地等の整備

・航空灯火施設への無停電電源装置の整備

・旅客ターミナルビル内の公的利活用スペースの運営及

び旅客搭乗橋整備事業への助成

・空港の環境監視調査、周辺の自然環境保全対策、航空

機騒音対策等

・空港周囲部の植樹地の下刈、葛の除去等

・地域振興事業を行う地元市町への助成

ターミナル地区西側整備事業費

(空港経営課)

航空灯火電源高質化事業費

(新規)

(空港経営課)

富士山静岡空港利便性向上事業

費

(空港経営課)

空港周囲部環境保全対策事業費

(空港地域連携課)

富士山静岡空港周囲部緊急森林

保全等事業費

（空港地域連携課）

隣接地域振興事業費助成

(空港地域連携課)

280,000

107,000

69,222

102,600

62,800

378,000
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

官民協働による犯罪に強い社会づくり

● 県民の防犯意識を高め、官民協働による防犯まちづくり

活動を促進します。

・防犯関連情報の提供

・防犯活動を担う人材の育成

・犯罪被害者等支援に係る人材の育成

防犯まちづくり推進事業費

(くらし交通安全課)

14,600

● 県民の安全と安心を確保するため、警察官、相談員等を

増員します。

・警察官 31人

・交番相談員 ３人

・スクールサポーター １人

警察官増員対策事業費

交番相談員設置事業費

学校対策支援活動事業費

(警察本部)

16,892

553,097

38,732

総合的な交通事故防止対策の推進

● 県民一人ひとりが自ら交通ルールの遵守や交通マナー

の向上に取り組む交通安全県民運動を展開します。

・高齢者事故防止対策の重点実施

・民間企業等との協働による交通安全県民フェアの開催

交通安全県民運動関連事業費

(くらし交通安全課・警察本部)

49,517

● 交通の安全と円滑化を図るため、交通安全施設の整備を

推進します。

・信号機、標識・標示、歩道 ほか

交通安全施設等整備事業費

(道路保全課・警察本部)

5,091,886

犯罪発生を抑える警察力の強化

● 警察施設等の整備を推進します。

・（仮称）裾野警察署

・森分庁舎

・浜松東警察署中田島町交番 ほか

警察施設整備事業費

(警察本部)

543,317

● 県民の安全と安心を確保するため、警察官、相談員等を

増員します。

・警察官 31人

・交番相談員 ３人

・スクールサポーター １人

警察官増員対策事業費(再掲)

交番相談員設置事業費(再掲)

学校対策支援活動事業費(再掲)

(警察本部)

16,892

553,097

38,732

４－２ 「安全」な生活と交通の確保
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

透明性の高い行政運営

● 県の重要施策について、県民のより深い理解と県政への

参加を得るとともに、本県の魅力をアピールするため、

様々な広報媒体を活用して広報します。

重点広報推進費

(広報課)

92,000

● 県民だよりを始め、広報誌やテレビ、ラジオ等の媒体に

よる、わかりやすい県政情報を提供します。

県民広報推進事業費

(広報課)

345,000

● 知事広聴や県政世論調査、県政インターネットモニター

アンケート等により、県民の意識・意向を把握します。

開かれた県政推進事業費

(広報課)

11,316

効果的で能率的な行政運営

● 地方税の滞納処分や軽自動車税・自動車取得税の申告書

等の処理を実施する広域連合｢静岡地方税滞納整理機

構｣の業務を支援します。

静岡地方税滞納整理機構負担金

(税務課)

33,000

● 自動車税等のコンビニ収納や「ふるさと納税」のクレジ

ット収納により、納税者等の利便性の向上を図ります。

納税環境整備事業費

(税務課)

113,700

● 総務事務の集中化とアウトソーシングを実施します。 集中事務関連事業費

(集中化推進課・福利厚生課)

155,993

● クラウドコンピューティング技術を活用して汎用電子

申請システムを更新し、システム経費の削減と利用者の

利便性向上を図ります。

電子県庁推進事業費(電子申請

システム更新）

(電子県庁課)

36,107

未来を見据えた戦略的な行政運営

● 市町の行政体制整備の支援や権限移譲を進め、地域主権

改革の推進を図ります。

地域主権推進事業費

(自治行政課)

5,683

● 市町に権限移譲した事務について交付金を交付します。

移譲した事務の執行体制を整備するための交付額を拡

充し、県から市町への円滑な事務の移譲を図ります。

権限移譲事務交付金

(自治行政課)

451,000

４－３ 地域主権を拓く「行政経営」
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重 点 項 目 事 業 名 予算額(千円)

[基金の造成]

● 「富国有徳の理想郷ふじのくに」の実現に向けて総合

計画の基本計画に基づき重点的に取り組む事業に要す

る経費に充てるため、基金の造成を行います。

ふじのくにづくり推進基金積立

金(新規)

(総合計画課)

10,000,000

● これまで住民生活にとって大事な分野でありながら、

光が十分に当てられてこなかった分野の事業に要する

経費に充てるため、基金の造成を行います。

住民生活に光をそそぐ基金積立

金(新規)

(調整課(少子化対策担当))

221,300

● ボランティア活動をはじめとする市民が行う自由な社

会貢献活動を促進するため、基金の造成を行います。

ふじのくにＮＰＯ活動基金積立

金(新規)

(県民生活課)

210,000

● 県立特別支援学校のスクールバスを更新します。

・リフト付き大型バス ４台 ほか

特別支援学校指導運営費

(学校教育課)

125,000

● 新東名高速道路の供用開始に伴い整備される周辺道

路の交通安全の確保と円滑化を図るため、交通安全施

設を整備します。

・信号機、標識・標示、交通情報板 ほか

新東名高速道路対策事業費

(警察本部)

240,000

● 総合社会福祉会館を利用する視覚障害者等の利便性

の向上を図るため、館内点字サイン取り付け工事等を

行います。

・各フロアの点字案内盤の整備

・点字図書館等への音声案内装置の設置 ほか

総合社会福祉会館管理運営事業

費

(地域福祉課・障害福祉課)

4,000

● 利用者の利便性向上のため、閲覧室等を整備します。 県立中央図書館機能充実事業費

(社会教育課)

15,000

● たんの吸引、経管栄養を必要とする要介護者、障害者

に対して、ケアを行うことができる介護職員を養成す

る研修に使用する機器を整備します。

介護職員たんの吸引等研修体制

整備事業費(新規)

(介護指導課・障害者政策課)

6,900

● 生活福祉資金貸付制度の安定的な運用を図るため、事

業実施主体である静岡県社会福祉協議会に貸付原資を

助成します。

生活福祉資金貸付推進事業費

助成

(地域福祉課)

639,200

● 木造住宅の補強計画策定、耐震補強事業を実施する市

町に対し助成します。

・助成戸数 補強計画 1,500戸→1,800戸

耐震補強 2,100戸→2,600戸

プロジェクト「ＴＯＵＫＡＩ－

０」総合支援事業費

(建築安全推進課)

177,700

平成２２年度２月補正予算主要事業


